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北海道大学 1996.3

く研究ノー卜>

価値と労働
一一価値法則の論証に関する覚え書き一一

岡部洋賞

『資本論』冒頭の商品論を価値形態論に純化

し，商品の価値実体の導出を労働生産過程論で

行なうべきであるとしたのは，宇野弘蔵であっ

た。宇野が価値形態論と価値実体論とを峻別し

たことによって，マルクスによる冒頭商品論で

の労働価値説の論証の無理が解消される方向が

与えられただけでなく，商品経済を構成する商

品・貨幣・資本という流通形態が社会的な再生

産にとっては外部的なものであること，流通形

態が労働生産過程を包摂することによって資本

主義の存立根拠が与えられること，資本主義的

生産様式の根本が労働力商品化にあることなど

の点が明確にされた。

しかし，宇野による労働生産過程論での価値

法則の論証がいくつかの問題点を含んでいたこ

とも，否定しがたい。この点は，宇野の枠組み

を継承する論者によって，既に幾度も指摘され

てきたことでもある。ここでそれらの指摘に言

及する必要はないであろう。ただ，宇野による

冒頭商品論での価値実体の論証の拒否と商品論

の価値形態論への純化，労働生産過程論での価

値法則の論証という枠組みが，価値関係をどの

ようなものとして理解させる可能性をもってい

るのかということを検討しておくことは，労働

価値説の有効性とその意義・限界を見極める上

でも不可欠の作業であるように思われる。そし

て，それによって得られた結果によっては，価

値形態・価値実体といった労働価値説を構成す

る基本的な概念に反省が求められることにもな

るであろう。

本稿は， 1"価値Jという概念を，純粋に商品

流通に固有の概念であると理解したときに，宇

野によって与えられた価値法則の論証の枠組み

が，労働価値説にどのような反省の可能性を与

えるのかを検討する手懸かりを得るための研究

ノートである。

労働価値説の有効性をめぐる議論における最

大の難関が，価値実体の論証と利潤率の均等化

との関係にあることは，改めて強調すべきこと

でもない。この点に関して宇野の価値法則の論

証の枠組みのもつ特徴的な点は，彼が， 1"価値

法則を商品交換の法則にしてしまわないで，む

しろ資本家と労働者の関係とするとき，生産過

程にもとづいて商品価値の実体がとける(ので

あり，)……それによってはじめて商品交換の

法則も明らかになるのではないかJ(宇野弘蔵

編「資本論研究JN，筑摩書房， 1968年， 255 

頁)と考えていたことである。

彼によれば， 1"総過程論」冒頭の価値の生産

価格への転化は， 1"価値にもとづく商品交換」

から「生産価格にもとづく商品交換」への転化

ではない。利潤率をめぐる諸資本の競争によっ

て， 1"生産価格が，価値に代って，需要供給に

よって変動する市場価格の運動の中心をなし，

生産の社会的規制をなすものとなるJ(宇野弘

蔵『経済原論J，岩波書庖， 1964年， 147-8頁。

以下， r新原論』と略記する)。しかし，生産価
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格の倒{直からの支給離は，子労働者が-Bの労働
の内いわゆる必要労繭時間与をもってき分自身の

ために労働し，剰余労働時謁をちって形成する

麟余価値会資本の利運となすという労働者の資

本家に対する鵠孫自身には向らの変イとをも費ら

すものマはないοいいかえれば恒値から恭離し

た生態価格は，資本が全体として労鶴者からえ

た剰余価値を題々の資本の聞に平等に分配する

ため る，個々の資本家の踏の関係にすさまー

ないJ(向上， 150真〉のである。
このような宇野の解釈は，マルクスの体系の

最大の難問であった価値の生産価格への転化の

問題に，新たな理解の道を与えることになった。

しかし，ょに~I培した“生産価格が市場繕格の

灘動の中心をなし，生離の社会的経治jをな

うになる"ということム“缶檀と生産極格と

の求離によっても，労動者は必要労働時鵠そもっ

て自分自身のために労働し，労働者の剰余労働

によって第戒された剰余露鐘が資本家の手日韓に

なるという関慌には鰐の変化もないのだ"とい

うこととがどのような関係にあるのかというこ

とは，必ずしも明確で品ろったようには思われな

い。

例えば， r生産錨格が，価備に代って，需要
供給によって変動する市場語格の運動の中心を

なし，生産の社会的規総をなすものとなるjと

いう文からは，話績に代わって生産主綴絡が高品

交換接線鶴することになると解釈できるが，こ

の凝りでは，価値の生産価格への転化の鵠題は，

f留徳にもとづく議品交換Jから「生産鑑格に

もとづく諮品交換」への転化の問題にすぎない

のではないかと理解する余地を残していること

になる。他方， r労働者の資本家に対する関係
自身には持らの変化をも濁らすものではない」

という部分からは，価値の生議価格への転イヒは，

藷品交換の規制iに議接関わる変化の問題ではな

いと解釈されよう。前者を重くみれば， r資本
論J以来諮輔され続けてきた f価値と生産価格
と の間繰に寵して，宇野がどのような

解決をもたらしたのかが明確にされなければな

らないし，後者を重くみれば，業離しうる

にある価値と生産鑑格とは，そもそも，それぞ

れがどのような議念規定において欝係付けられ

なければならないのかが関われることになる。

いずれにしても，学野による解釈は，この詩

題について新たな検討の必要を迫るもので、もあっ

たといえよう。

ところで，労動生産議程論での価{違法皇せの論

証に関して，宇野が次のようにいうとされ価値

法則は，高品交換における等労議量交換として

のみ論証されるとは考えられていなかったこと

には，注目しておいてよいように思われる。す

なわち，

産価格の謀議体…日価値法票当をその

ままに麗轄するとはいえないが， しかし商

品経務を支配する揺鐘法尉は，むしろい

資本の生産物において， したがってまた磁

値の生産厳格イとによって始めて，いわばそ

の実現の機構を確立され，全面的に蹟徹さ

れることになる。全社会の需要する穣々な

る使用価寵が，その掴々の生援に要する労

鶴時鰐そ前提とし，それに差益いて，それぞ、

れの量において主主義されるということが科

潤率を通して客観的に規制せられるのであ

る。資本は，それによって各覆の生践物の

生鐙に社会的総労畿の均衡をえた配分をな

すわけであるが，労舗力の商品化がそれを

可能ならしめるのである。J(向上， 154貰)

文意は必ずしをョ明快ではないが， ここでは，

価値の生産儲格化によって，続鐘法草せは，その

ままではないが， しかし，初めてその実現の穣

講が与えられ全面的に麗関すると述べられてい

る。問題比“価値法則はそのままに展開する

わけではないが，全面的に貫徹する"というこ

との意味であろうG 設は，この文章に絞けて，

次のようにいう。

「弱論，個々の資本は， その生産主過程で労
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働力の消費としての労働によって価値を形

成し，剰余価値をも増殖するのであるが，

それをそのまま自己の価値増殖とはなしえ

ないで，生産価格によって均等に配分する

のであって，一方では価値以上に出る生産

価格で売買される商品があれば，他方に価

値以下の生産価格でなければ売れない商品

があるということになる。……いわゆる再

生産の表式では，社会的総資本の均衡をえ

た再生産を直接に価値によって規制せられ

るものとして考察したのであるが，実際は

資本は，価値の形成増殖を基礎としながら，

生産価格によって規制せられて再生産の均

衡を実現する。一般的利潤率は，その客観

的基準をなすわけである。J (同上， 154-

155頁)

みられるように，宇野は，生産価格は，一般

利潤率を通して客観的に規制せられる」という

文弘社会的需要を充足する種々の使用価値の

生産には一定量の労働が投下されなければなら

ないが，その労働量の配分は，諸資本の利潤率

をめぐる競争を通じて規制されざるをえないこ

とを指していると理解することができょう。

宇野自身の議論の展開が明確さを欠いている

ことは否定できないが，上のように解釈するこ

とによって， I価値法則」の意味を，商品交換

を通して社会的再生産の均衡を確保する労働配

分を実現する「法則」と理解しておくこともで

きることになる。もしそれが妥当であるとすれ

ば，問題は，“価値と生産価格との;jJE離"の意

味ということになるが，その点を意識しつつ，

以下，価値法則の論証について，社会的再生産

の均衡編成を維持・確保する労働配分の実現と

いう側面から検討してみることにしよう。

的利潤率を基準にして剰余価値を均等に配分す 2. 

る価格であり，価値から帯離したこの生産価格

でもって，現実の社会的再生産は均衡すると理

解している。ここでいう生産価格の価値からの

軍離が，生産価格による商品交換は労働生産過

程論で論じられた等労働量交換にはならないと

いうことを意味しているのは，明らかであろう。

しかし，引用部分の最後で述べられている社会

的再生産の均衡という点を重くみれば， “価値

法則が全面的に展開される"ということの意味

は，再生産表式で示された社会的総資本による

社会的再生産の均衡は，現実には，個々の資本

相互の競争を通じて形成された一般的利潤率の

形成を通じて実現されるということになろう。

つまり，価値法則の全面的な展開とは，商品交

換そのものに対する規制を直ちに意味するので

はなく，商品交換を通じた社会的再生産の均衡

の実現を意味しているのだと解釈できる余地を

残しているわけである。したがって， I全社会

の需要する種々なる使用価値が，その個々の生

産に要する労働時聞を前提とし，それに基いて，

それぞれの量において生産されるということが

次のような簡単な例を考えることにする九

8万P1 → 10万Pll→ 12万pm→ 32万K

(8，000時間 (5，000時間 (3，000時間) (4，000時間)

PI， Pll， pmは生産手段であり， Kは労

働者と資本家が消費する生活資料ならびに奪{多

財を表わしている。生活資料K32万単位が生産

されるまでには 8万単位のP1から10万単位

のPllが，また， 10万単位のPllからは12万単

*)以下の検討は，山口重克『経済原論講義」東京

大学出版会， 1985年，第二編，同『価値論の射
程』東京大学出版会， 1987年等を参考にしてい
る。山口氏は，これらの著書等を通じて既に，
生産物連関を通じた社会的労働配分の実現とい
う点に，価値法則の意義を見出す見解を示され
ている。本稿は，この見解に多くを依拠しつつ
書かれたものだが，検討の全ては岡部による解
釈に基づいたものであり，その意味では，氏の
独自の見解を誤解した部分も含まれている。本
稿の内容に関わる責任の全てが，阿部に属して
いることはいうまでもない。
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位のPMが生産され，その12万単位のPMから

32万単位のKが生産されるという生産物連闘が

成立し， こうした量的な関係において，社会全

体で必要とされる諸財の供給が満たされ，また，

社会的再生産の均衡編成が実現しているものと

する。( )の中の時間数は，それぞれの生産

物の生産に必要な労働量を表わしてる。

事態をより現実的に考えれば， Kが生産され

るまでに用いられる生産手段には様々なものが

あるだろうし， P 1を生産するための生産手段

や，例えば， P IIがPMの生産手段となるだけ

でなく P1の生産手段にもなるような場合等々

も考慮しなければならない。しかし，いたずら

に複雑な例を設けても議論の焦点がみえにくく

なるだけであろう。簡単なこの例で，社会的再

生産に必要な諸財が過不足なく賄えているもの

と考えることにする。

なお，論点を明確にするために，初めに，労

働者の生活資料に当たる必要生産物と資本家の

獲得する剰余生産物とを完全に分け，それぞれ

が別々の生産物連関にあるかのようにみなして

考察し，その後で，全体的な問題を考えること

にしfこL、。
必要生産物だけの場合から始める。

上の生産物連関のうち， Kの中で労働者が必

要とする生、活資料をKa，その生産に必要な生

産手段に充当される部分をPa1， Pall， PaM 

と表わす。これらは表記上の便宜のためであり，

素材としては， P 1， Pll， PM， Kの一部であ

る。いま 4万単位のPa1から 5万単位の

Pallが，また 5万単位のPallから 6万単位

のPaMが生産され，その 6万単位のPaMから

16万単位のKaが生産されるものとすれば， こ

の生産物連関は，次のように図示できる。

4万Pa1→ 5万Pall→ 6万PaM→ 16万Ka

(4，000時間) (2，500時間) (1，500時間) (2，000時間)

資本主義社会では，労働者は，受け取った賃

銀で自ら生産に従事したKaを買い戻す関係に

ある。社会的再生産の均衡編成が維持されてい

る場合，物的な量としての16万単位の生活資料

Kaは，賃銀を通じて， Pa 1かGKaまでの 4部

門の労働者に，それぞれの部門で投下された労

働時間の比率に等しい 8: 5・3: 4の比率で

配分されなければならない。なお 6万単位の

PaMで、は， 4，000時間労働の生産物である 4万

単位のPa1 に2，500時間労働が加えられること

によって5万単位のPallが生産され，その 5

万単位のPallに1，500時間労働が加えられるこ

とによって6万単位のPaMが生産されるとい

う関係にあるから，各生産物が生産されるまで

に必要な労働時間(投下労働量)の生産物聞の

比率は， 4，000: (4，000+2，500) (4，000+ 

2，500+ 1，500) : (4，000+2，500+ 1，500+2，000) = 
8 : 13 : 16 : 20となる。

こうした関係が，商品交換を通して実現して

いるのだから，例えば 5万単位のPllを生産

する資本は，その生産に必要な生産手段である

4万Pa1を獲得するために， P 1を生産する資

本に対して一定の貨幣額を支払わなければなら

ない。また，資本は，労働者に対して彼らが必

要とする生活資料を購買できるだけの賃銀を支

払わなければならない。したがって， この例で

は，それぞれの部門の賃銀支払額の比率は， 8 : 

5 : 3 : 4となる。資本相互の間で支払われた

貨幣額は，それと交換に購買された商品の価値

の大きさを表わすが，資本は，生産手段の購買

と賃銀の支払いに要した額を回収せねばならな

いから，例えば6万単位のPaMが生産される

までに支払われた価値の総額は， 14，000時間労

働で4万単位のPa1を生産した労働力の価値」

と 15万単位のPallを生産するための2，500時

間労働を行なった労働力の価値J，16万単位の
PaMを生産するための1，500時間労働を行なっ

た労働力の価値」の合計である。かくして，

Pa 1からKaまでのそれぞれの生産物の売買に

おいて支払われなければならない価値の大きさ

の比率は， 8:(8+5):(8+5+3):(8

+5+3十 4) = 8 : 13 : 16 : 20となろう。

こうして，労働者の生活資料だけに関する生
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産物連関を考えれば，各生産物の価値の大きさ 段と労働力に投ぜられた費用)を回収してなお

の比率 8: 13 : 16 : 20は，それぞれの生産物

が生産されるまでの投下労働量の比率8: 13 : 

16: 20に等しい。つまり，必要生産物に限れば，

商品交換における交換比率は，各生産物が生産

されるまでに投下された労働量に規制されるこ

とになる。

では，この例に剰余労働を考慮するとどのよ

うになるのか。必要労働時間に対する剰余労働

時間の比率を100%と仮定すれば，物的には，

上の例と同様の生産物連闘を考えることができ

るが，表記上の混乱を避けるために，資本家

の生活資料および、著イ多財をKm，Kmを生産

する各生産手段をPm1， Pmll， Pmillとし

てみることにする。これらは，素材としては，

上例のKa，Pa 1， Pall， Paillそれぞれと同じ

である。

4万Pml→ 5万Pmll→ 6万Pmill→ 16万Km

(4，000時間) (2，500時間) (1，500時間) (2，000時間)

このような生産物連関において生産された

16万単位の資本家の生活資料および、著修財Km

は，労働者の生活資料とは異なり，各生産部門

の資本家に一定の割合で配分されなければなら

ないというものではない。脊修財を考慮しない

としても，資本家も生活資料を獲得しなければ

ならないのは労働者と同じであるから，社会的

再生産の均衡編成が実現している状態で， Km 

の配分が全く行なわれない資本家がいることは

ない。しかし，労働者の生活資料の配分が，社

会的再生産の均衡を維持・確保しうる必要労働

量の社会的配分として確定的な性格をもたざる

をえないのに対し，資本家の獲得する生活資料・

著修財の配分は，そうしたものではなし、。資本

家の目的は利潤率の最大化であり，彼らの生活

資料ならびに宥{多財は，彼らが価値増殖運動を

通じて獲得できた利潤の中から結果として得ら

れるものでしかない。彼らの行動は，自らの下

で生産された生産物の販売によって得た貨幣額

が，生産費(その生産物の生産に要した生産手

剰余を含むことを最低限の基準とし，その剰余

(利潤額)の投下資本額に対する比率が大きけ

れば大きいほどよいという性格のものでしかな

いはずである。したがって，どれほどの量の生

活資料・審修財を獲得できるかということは，

運動の結果として得た利潤額に依存するほかな

いのであって，その大きさ自体不確定なものと

ならざるをえなし、。

ところで， 16万単位のKmが生産されるまで

の生産物連関をみる限り， Kmが生産されるま

での社会的な労働量の配分は，労働者の生活資

料16万Kaの場合と全く同じである。しかし，

この生産物連闘を実現しうる商品交換は，労働

者の生活資料の場合と同じになることはない。

例えば，生産手段Pllを生産する資本家は，

剰余生産物Pmllを5万単位生産するに際して

4万単位のPmlを購買しなければならないが，

このときにPIを生産する資本家に支払われる

貨幣額は 4万単位のPmlを生産するのに必

要な労働量4，000時間に規定される必要はない。

P Iを生産する資本家にとって 4万単位の

Pm Iは労働者の剰余労働の生産物であり，

Pa Iのように，労働者への賃銀支払い額に規

定されなければならないものではないからであ

る。 PIを生産する資本家は，この 4万単位の

Pmlを販売することによって利潤を獲得する

が，彼の関心は， これができるだけ多くの貨幣

と交換できることだけである。 PmIの価格が

高ければそれだけ利潤額は大きくなるし，低け

れば小さくなるにすぎない。 4万単位のPmI 

の貨幣額で表示される価値の大きさを規定しう

る客観的な基準は存在しないのである。 PIを

生産する資本家は， Pmlをできるだけ高く販

売しようとし， Pllを生産する資本家は，逆に，

できるだけ安く購入しようとするから， Pm I 

の価値に見合う貨幣額は，両資本家の駆け引き

によって客観的根拠なく決まることになるであ

ろう。これは， Pmll， Pmillについても同様

であり，また， Kmについても同様である。資
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本家の生活資料・者修財の生産に連なる生産物 3. 

連関において，各生産物の貨幣額で表わされる

価値の大きさは，それ自体として確定できない

し，確定される必要もないわけである。

そこで， Pm 1， Pmll， Pmill， Kmが販売

されたときのそれぞれの価値の大きさの比率を，

次のように表わしておくことにする。

4万Pm1→ 5万Pmll→ 6万Pmill→ 16万Km

x xtY xtYtz : x+y十z+k

ここまでは，必要生産物と剰余生産物とを完

全に分けて問題を考察してきた。しかし，それ

ぞれの生産物は，必要生産物と剰余生産物とに

分離されて売買されるものではない。市場では，

Pa 1とPm1とは，同じP1として売買される

し，他の生産手段についても同様である。生活

資料や者修財であるK (KaとKm)も，現実に

は多様な種類と品質の消費財の集合として市場

に登場し，労働者や資本家は，それらの中から

自ら必要とするものを選択し購買するという関

係にあるのだから，市場において，労働者向け

の生活資料と資本家向けの生活資料・著修財と

を分けても，特に意味があるものとはならない

であろう。以下，一括してKと表わすことにし

て，上での検討をもとに市場における各商品の

価値額の比較をすれば，次のような比率を得る。

8万PI→ 10万Pll→ 12万Pill → 32万K

(8tx) (13tx+Y):(16tx+Ytz):(:加txtY+z+k)

ここで X，Y， z， kで表わされる値は確

定できないものとしてあるから，当然に，この

生産物連関において，各生産物の価値額を確定

することはできなくなる。ではJ 社会的再生産

の均衡編成が成立していることが議論の前提で

あることを踏まえたとき，ここで示されている

事態は，どのように解釈されるべきなのであろ

うか。

商品経済において，個々の商品の価値それ自

体は，貨幣の一定額としてしか表わすことがで

きない。ある商品(甲)がある貨幣額 (uポン

ド)で売買されたときの商品(甲)の価格Uポ

ンドは，商品(甲)を所有していた者とそれを

購買しようとした貨幣所有者との合意によって

付けられた貨幣額に換算された価値の大きさで

ある。商品は，売買の都度，販売者と購買者と

の間で合意した価格付けが行なわれるのであっ

て，商品売買それ自体の中には，商品の価値の

大きさを客観的に確定するような関係は存在し

ない。それぞれの商品の価値は，その当事者の

間で個別的かっ主観的に決まらざるをえないの

である。市場で売買される商品価格が不断に変

動するのは， こうした関係を基礎としているか

らであるといえようが，そうとすれば 2.で

検討した例は，次のように解釈することができ

るのではないだろうか。

各資本家に配分される剰余生産物の価値の大

きさを確定することができないとすれば，総生

産物の価値額の総計の貨幣額に換算された価格

付けは不確定なものになる。しかし，どのよう

な価格付けが行なわれようとも，社会的再生産

の編成が均衡している以上，社会的労働は，

PI生産部門に8，000時間， Pll生産部門に5，000

時間， Pill生産部門に3，000時間， K生産部門に

4，000時間ず、つ配分されなければならない。こ

の労働配分が実現されなければ，社会的再生産

の均衡編成は崩れ，資本主義社会そのものの存

続は不可能となる。そして，このような社会的

労働配分が維持・確保されている限り， P 1， 

Pll， Pill， Kの各生産物の価格がどのような

ものであろうとも，社会的再生産の均衡編成は

確保されうる。貨幣額に換算されて表わされざ

るをえない個々の商品の価値の大きさは，投下

労働量に比例することにはならないが，社会的

再生産の均衡が維持・確保されているとき，諸

商品の価格体系は，このような労働配分を実現
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するものでなければならないのである。しかも，

この価格体系は，ただ一つのものとしてあるの

ではなく，

8万P1 :10万PII : 12万Pill:32万K

=(8十五):(13+x+y): (16十五十y+z)

: (20+x+y+z+ k) 

を満たす範囲の中で成立していればよし、。ここ

では X，y， Z， kの値は不確定なものであ

るが， これらの不確定な値は，より現実的には，

いわゆる総過程論の冒頭，利潤率均等化の過程

で調整されることになるであろう。つまり X，

Y， Z， kの不確定な値は，利潤率の均等化を

可能にする一種の「弛み」であり，必要労働の

ような「縛り」のない剰余生産物は，競争を通

じて個々の資本の利潤率が均等になるように配

分されることになるわけである。

もちろん，利潤率が均等になるように各資本

に配分されるとはいっても，それによって，個々

の資本の利潤率が一定の大きさに収数し確定し

てしまうということではなし、。「弛み」の存在

を前提に，各資本の利潤率は，均等利潤率を重

心に変動を繰り返すことになる。

他方，こうした変動を可能にする「弛み」を

許容しながら，社会的再生産の均衡編成が維持・

確保されるような労働配分が実現されると考え

れば，必要労働時間に応じて労働者が受け取る

賃銀額の部門間配分は，

PI生産部門 :PII生産部門 :Pill生産部門

:K生産部門=8:5:3:4

という比率になるであろう。

現実には，労働者の生活資料といえども様々

な種類と品質の財から構成されており，確定的

な内容になることはない。また，現実に成立し

た価格体系の下で，労働者自身も，労働力商品

の販売者として，その購買者たる資本家との合

意によって賃銀額を決定する以上，この比率が

固定的で変化しないものであるとはいえない。

しかし，全ての労働者の賃銀率を均等と仮定し

た「生産論」レベルでの，現実の多様性や変動

を捨象した議論においては，社会的再生産の均

衡編成が成立した状態の下での社会的な労働配

分は，この比率で示される賃銀額に応じてなさ

れなければならない。むしろ，どのような価格

体系が成立しでも，労働者の賃銀率が均等であ

るという前提の下では，必要労働の部門間配分

比と賃銀額の部門間配分比とは等しくならなけ

ればならず， このような「縛り」が，他方の

「弛み」の調整を，資本家相互の競争に委ねる

という関係を成立させているのだとみるべきで

あろう。

なお，余論ではあるが，上のような関係が認

められるとすれば，資本主義は，それ自体とし

て，実質賃銀の上昇を通じた労働者の生活水準

の上昇を実現しつつ社会的再生産の均衡編成を

実現しうる社会システムでもあるということに

なるようにも思われる。というのは，社会的労

働配分が8: 5 : 3 : 4であれば均衡が維持さ

れる一方で，資本家間での剰余生産物の配分は，

それ自体として客観的な基準のない不確定なも

のでしかないからである。

必要労働の配分比に対応した賃銀の社会的配

分が8: 5 : 3 : 4の比率である限り，剰余生

産物の一部が実質賃銀水準の上昇に貢献するこ

とになっても，社会的再生産の均衡編成には直

ちに問題が生ずることにはならない。当然，そ

れは，資本家階級の獲得する剰余生産物の量を

削減しはする。しかし，剰余生産物の社会的配

分を確定する客観的な基準が存在せず，また，

個々の資本は貨幣額でもってしかその利潤の多

寡を判断できない以上，実質賃銀水準が上昇し

たとしても，直ちに社会的に訂正されるとはい

えなし、。 8・5: 3 : 4という社会的労働配分

が確保されているのであれば，一般的利潤率の

低下と社会的な資本過剰が明らかになる事態が

生じない限り，資本主義は実質賃銀の上昇を許

容しうるのである。

実質賃銀の一般的な上昇が実現するまでには，

9 : 6 : 4 : 5というような賃銀の部門間配分
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の変動も生ずるであろうし，それによって，労

働者は，より高い賃銀を求めて生産部門聞を移

動することになろう。しかし，このことを通じ

て，新たな社会的再生産の均衡編成を実現する

新たな賃銀水準が形成される。議論の前提は，

労働者階級内部での賃銀率の相違を認めてはい

なかったが，剰余生産物の社会的配分に客観的

な基準がないとすれば，その一部が労働者に配

分されつつ，新たな労働者の生活水準の形成を

通じて新たな必要生産物連闘が形成されること

もありうると考えられる。生産性を向上させる

技術的な諸条件等々のシステムの外部からの影

響を除外しでも，社会的再生産の均衡編成が維

持・確保される中で，ある部門において剰余生

産物の一部が労働者に配分されるような賃銀が

支払われ，やがて労働力移動という調整を経て

労働者の実質賃銀の一般的な上昇をもたらすこ

とも，理論的にはありうるとしなければならな

いのではないだろうか。

生活資料の具体的な内容は，歴史的文化的あ

るいは技術的な様々な諸要因との関係で決定さ

れるのであり，原理論でそれらまでを規定する

ことはできない。しかし，その点を措くとして

も，資本主義は，労働者の生活水準を固定的な

ものとせず，その上昇を許容しつつ社会的再生

産の均衡編成を維持・確保できるシステムを内

包していることを確認することができる。とす

れば， I社会的生産の均衡編成」というとき，

それは，このような内容をも含む動的な性格に

おいて捉えられるべきものであるように思われ

る。

4. 

以上，単純化しすぎたきらいは杏めないが，

価値法則の論証に関わる論点についてみてきた。

資本主義社会における社会的再生産の均衡編

成を維持・確保しうる基本的メカニズムは，社

会的に必要とされる諸生産物相互間の連関と，

それらを再生産するために必要となる労働量の

社会的配分とが，商品交換を通して実現しうる

ものであること，そして，その関係が維持・確

保定れる限り，そこに含まれる「弛み」の範囲

内で幅をもった価格体系が成立しうることを検

討した。逆にいえば，資本主義社会では，価格

変動があったとしても，実体的な関係が許容す

る「弛み」の範囲内で，社会的再生産の均衡編

成が維持・確保されることになるわけである。

個々の資本相互間の競争を通した利潤率均等化

は，そうした「弛み」の反映であり，その「弛

み」の資本主義的な調整メカニズムである。こ

のメカニズムを通して，資本主義的な社会的再

生産の均衡の成立する価格変動の重心が与えら

れ，商品交換の基準が形成される。価値法則の

論証は，そうした基準が，社会的な労働配分を

通じて繰り返し形成されるメカニズムを明らか

にするものであるように思われる。

ところで， このような検討を踏まえてみると，

いくつかの基本的な事柄について，理論的な反

省をせざるをえないようにな|思われてくる。

例えば， I価値の実体としての労働」という

とき，その意味をどのように捉えるべきなのか，

「価値の実体」という概念そのものが成り立ち

うるのかをも含めて再考せねばならないであろ

う。上での検討は，価値そのものというよりも，

価値関係の背後にある社会的な実体的関係を検

討するものであったという方がよい。したがっ

て，このような検討に関する限り，より正確に

は「価値関係の実体」というべきであるかもし

れなし、。そして，その「実体」の意味するとこ

ろは，必要労働の配分を基準とした社会的労働

配分の実現ということである。

また，社会的再生産の均衡編成が維持・確保

されている限り，資本主義は諸商品のどのよう

な価格体系も許容しうるのだとすれば， I価値

と生産価格との事離」ないし「価値の生産価格

への転化」という問題自体が成り立ちうるのか

どうかも検討されなければならないように思わ

れてくる。なぜなら，社会的再生産の均衡編成

が「弛み」をもって成立することに基づいて，
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生産価格を，個々の資本相互の競争がその「弛

み」を調整する際に働くメカニズムの問題とし

て検討することも可能と考えられるからである。

しかも，これは， i価値」の概念規定とも関

わっている。我々は，商品の「価値」を，貨幣

のある量でしか，いいかえれば，価格という形

態でしか実際に表わし知ることはできなし、。そ

れゆえ，諸資本の競争を通じて社会的再生産の

均衡編成が実現しているとき，市場では，生産

価格でもって諸商品の「価値」が表わされ，知

られているのだということもできるはずである。

仮にそうだとすれば，生産価格は，社会的再生

産の均衡編成の下で必要労働の社会的配分が実

現されているときの「価値」であると考えるこ

ともできるようになる。そして， こうなれば，

「価値」を，商品に投下された労働量を直接反

映するものとはいえなくなるであろう。価格そ

れ自体が商品の「価値」を貨幣額で表示するも

のであれば， i価値」と「生産価格」との関係

に「講離」ないし「転化」という言葉を充てる

ことの妥当性が問われなければならないことに

なるのではないだろうか。

理論的に反省すべき事柄は， これらに限られ

ないであろう。だが，それらのためには，この

ノートの主題を遥かに越えた多くの論点を吟昧

しなければならないように思われる。上記の論

点をも含め，別の機会に譲ることにしたい。


